災害時における応急対策作業等の協力に関する協定書
　四條畷市（以下「甲」という。）と　　　　　　　　　　　　　（以下「乙」という。）　　　
は、乙の社会貢献活動の一環として実施する災害時における応急対策作業等（以下「応急対策作業等」という。）に関し、次のとおり協定を締結する。
（目　的）
第1条 この協定は、市内に災害が発生した場合に、甲・乙が協力して本市における
人的被害の拡大を抑止し、市民の安心・安全を確保するため迅速かつ的確に対応することを目的とする。
（定　義）
第２条　この協定において、「応急対策作業等」とは、災害発生時における復旧に係る調査及び公共施設等、その他市長が認める施設、建築物における二次災害防止を目的とした応急の作業等をいう。　　
（要　請）
第３条　甲は、市内に災害が発生し、緊急に対応を図る必要があると認めるときは、乙に対して、応急対策作業等に関して協力を要請することができるものとする。
（要請の方法）
第４条　甲が行う前条に規定する要請は、原則として文書によるものとする。
　ただし、緊急を要するときは、口頭によってこれに替えることができる。この場合、甲は乙に対して、後日文書を提出するものとする。
（要請に基づく乙の対応）
第５条　乙は、第３条の要請を受けたときは、甲の指示により次の各号に定める緊急対応を行なうものとする。
　（１）公共土木施設等の現地調査の実施及び被害状況等の報告
　（２）緊急対応に必要な建設機械及び資材の確保並びに速やかな提供
　（３）公共土木施設等の災害応急対策作業
　（４）その他甲が必要と認める措置
　（災害応急対策作業等の報告）
第６条　乙は甲の指示により施行した災害応急対策作業等の完了後、施行内容等を様式－1の災害応急対策作業等報告書（以下「作業等報告書」という。）により甲に報告するものとする。ただし、緊急を要するときは、口頭で報告し、その後、速やかに作業等報告書を提出するものとする。
（費用負担）
　第７条　この協定に基づく応急対策作業等のうち、第５条第１号に係る費用及び第８条各項に係る費用については乙の負担とし、第５条第２号から第４号までに係る費用については甲が負担するものとする。
２　前項の甲が負担する費用は次のとおりとする。　
　　（１）応急対策作業等の時間計算は、甲が乙に対して出動の要請を行い、乙が出動したときから、甲が乙から第６条に規定する報告を受け、乙に解散を指示するまでの間とする。
　　（２）災害応急対策作業等の費用の算出方法については、甲の基準単価をもとに甲・乙協議するものとする。
（情報交換等）
　第８条　乙は、災害発生時における迅速かつ適切な災害応急対策作業等の実施を確保するために、災害復旧等に関する情報収集及び研究に努めるとともに、甲・乙は必要に応じてそれらに係る情報を交換するものとする。
　２　乙は災害発生時における迅速かつ適切な応急対策作業等の実施を確保するために、自ら技能向上に向けた訓練を実施するとともに、甲が実施する防災訓練等に積極的に参加協力するものとする。
　（損害補償等）
第9条 応急対策作業等に従事した者が、そのために死亡し、負傷し、若しくは疾病に
  かかり、または障害の状態となったときは、この補償については、労働者災害補償保険法（昭和２２年法律第５０号）により対処するものとする。
２　応急対策作業等により第３者に損害を与えた場合は、その者に帰すべき事由によるものを除き、甲・乙協議の上、その賠償に当たるものとする。
（協議等）
　第１０条　乙は、災害応急対策作業等に従事したことをもって、甲に対して一切の業務の受注等を求めない。
２　この協定に定めのない事項については、甲・乙協議の上定めるものとする。
（有効期間）
第１１条　この協定の有効期間は、この協定の締結の日から当該年度の末日までとする。
２　前項の規定にかかわらず、有効期間満了日の１ヶ月前までに甲又は乙から相手方に
特段の意思表示がない場合は、有効期間満了日の翌日から１年間延長し、以後におい
ても同様とする。
３　この協定は、乙が甲の入札参加有資格者として登録されていることを条件とする。
　この協定の締結を証するため、本協定書２通を作成し、甲・乙記名押印の上、各自１通を保有する。
令和　　年　　月　　日
甲　　四條畷市中野本町１番１号
四條畷市長　東　修平
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※「災害時における応急対策作業等の協力に関する協定書」提出時にこの用紙の提出をお願いします。
